
 

 

 

【令和２年度改定版】 

第１期（2018-2023） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

高松市教育委員会 

 

 



 

 

Ⅰ 計画の改定について                           

 

１ 計画の背景と趣旨                ・・・・・・・・・・１       

２ 計画の基本的な考え方              ・・・・・・・・・・２       

（１）方針と位置付け 

（２）全体構造図  

３ 計画の期間                   ・・・・・・・・・・４       

 

Ⅱ 目標の実現に向けて                           

 

１ 方策１ 児童生徒の情報活用能力の育成      ・・・・・・・・・・５       

（１）現状と課題 

（２）具体的取組 

（３）今後の主なスケジュール 

（４）成果指標 

２ 方策２ 教員のＩＣＴ活用能力の育成       ・・・・・・・・・・８       

（１）現状と課題 

（２）具体的取組 

（３）今後の主なスケジュール 

（４）成果指標 

３ 方策３ ＩＣＴ環境の整備と運用         ・・・・・・・・・１３       

（１）現状と課題 

（２）具体的取組 

（３）成果指標 

 

Ⅲ 資料                                  

 

【資料１】 

 文部科学大臣メッセージ 

【資料２】 

情報活用能力（高松モデル） 

【資料３】 

ＩＣＴ活用能力指標（案） 

 

参考 URL



 

1 

 

Ⅰ 計画の改定について                           

 1 計画の背景と趣旨                               

高松市教育委員会では、平成３０年７月に策定した「第１期高松市ＩＣＴ教育推進計

画」に基づき、ＩＣＴを主体的に活用することを通して、社会を豊かにできる人間を育

てることを目指し、「児童生徒の情報活用能力の育成」、「教員の授業におけるＩＣＴ活

用能力の育成」、「ＩＣＴ環境の整備」の３つを柱として、取り組んできたところです。 

本計画の策定後、更なるＩＣＴ分野の技術革新やネット・ゲーム依存の社会問題、新

型コロナウイルス感染症による臨時休業など、子どもを取り巻く環境は劇的に変化し、

未来を予測することの困難さと、進化のスピードの速さを否応なしに実感させられる状

況が続いています。このような中で、社会全体においてデジタルトランスフォーメーシ

ョン※１の必要性が、国のデジタル庁創設に向けての動きとともに再確認されました。 

子どもたちのデジタルデバイス環境については、学校よりも家庭が先行し、「学び」

ではなく「遊び」の道具として使用されている傾向が明らかになりました※２。このよう

な背景からも、学校教育においてのＩＣＴを主体的に活用した学びの保障がより一層求

められてきているところです。 

国においては、令和元年６月「学校教育の情報化の推進に関する法律」の施行、同年

１２月には、文部科学大臣メッセージ※３及び GIGA スクール構想※４を掲げられ、児童生

徒１人１台端末と、高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備し、多様な子どもた

ちを誰一人取り残すことなく、公正に個別最適化され、資質・能力を一層確実に育成で

きる教育の実現を目指すことが示されました。 

さらに、令和２年４月には、新型コロナウイルス感染症の拡大により、これまで経験

したことがない長期休業を余儀なくされるなど、緊急時においてもＩＣＴの活用により

全ての子どもたちの学習を保障できる環境の早期実現を求める「GIGA スクール構想の

加速による学びの保障」が示されました。 

社会全体のデジタル化やオンライン化が進む中で、学校も例外ではなく、生活や学び

の保障をする手段として、ＩＣＴは必要不可欠なものであることを前提としながら、学

校教育の在り方を考えていくことが重要です。 

このようなことから、教育委員会では、社会情勢の変化や国の動向、これまでの取組

の成果及び課題を踏まえ、児童生徒１人１台の端末と、クラウドを活用した新しい学び

の在り方に積極的に取り組むために、今後３年間で必要な施策を盛り込むとともに、施

策の目標などを見直し、本計画の改定を行いました。 

 

 

 

 

※１ デジタルトランスフォーメーション（Digital Transformation：DX）とは、将来の成長、教職力の強化のた
めに、新たなデジタル技術を活用して新たなビジネスモデルを創出・柔軟に改変すること 

※２ 国立教育政策研究所編「生きるための知識と技能７ OECD 生徒の学習到達度調査（PISA）2018 調査国際
結果報告書（令和元年 12 月 9 日）」 

※３ 文部科学大臣メッセージ「子供たち一人ひとりに個別最適化され、創造性を育む教育 ICT 環境の実現に向け
て～令和時代のスタンダードとしての１人１台端末環境～」資料１参照 

※４ GIGA スクール構想  GIGA = Global and Innovation Gateway for All 
１人１台端末及び高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備するとともに、並行してクラウド活用推

進、ICT機器 の整備調達体制の構築、利活用優良事例の普及、利活用のPDCAサイクル徹底等を進めること
で、多様な子供たちを誰一人 取り残すことのない、公正に個別最適化された学びを全国の学校現場で持続的
に実現させる構想 
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 ２ 計画の基本的な考え方                             

（１）方針と位置付け 

① 小・中学校における学校教育の情報化を総合的かつ計画的に推進していくための

基本計画とします。 

② 「第６次高松市総合計画」（以下「総合計画」という。）と「第２期高松市教育振

興基本計画」（以下「市教育振興基本計画」という。）との整合性を図りながら、学

校教育の情報化に関わる施策の実現を図る計画とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本計画は、総合計画の目標の一つである「心豊かで未来を築く人を育むまち」の政

策「社会を生き抜く力を育む教育の充実」及び分野別計画である「市教育振興基本計

画」の基本目標「学校教育の充実」、「学校教育環境の整備」のうち、教育の情報化

を推進するための計画です。 

また、計画の一部は「教育ＩＣＴ整備・活用推進事業」として、総合計画の重点・

戦略的施策として「高松市まちづくり戦略計画」にも位置付いています。 

 

第６次高松市総合計画【平成 28(2016)～令和 5（2023）年度】 

「活力にあふれ創造性豊かな瀬戸の都・高松」 

目 標 ２ 心豊かで未来を築く人を育むまち 

政 策 ２  社会を生き抜く力を育む教育の充実 

第２期高松市教育振興基本計画【平成 28(2016)～令和 5(2023)年度】 

「確かな学力と豊かな心をはぐくみ 夢に向かってたくましく生きる人づくり」 

 

 
Ⅰ 学校教育の充実 

１ 確かな学力の育成 

(4) 情報教育の推進 

基本目標 Ⅰ 

Ⅱ 学校教育環境の整備 

２ 教育機能と就学支援の充実 

(2) 学校の情報化の充実 

基本目標 Ⅱ 

第 1 期高松市ＩＣＴ教育推進計画【平成 30(2018)～令和 5(2023)年度】 

｢ＩＣＴを主体的に活用することを通して、社会を豊かにできる人間を育てる｣ 

目 標 ＩＣＴを活用した新しい時代に必要な資質・能力の育成  

方策１ 児童生徒の情報活用能力の育成 

方策２ 教員のＩＣＴ活用能力の育成 

方策３ ＩＣＴ環境の整備と運用 

高松市まちづくり戦略計画 

教育ＩＣＴ整備・活用推進事業 

重点施策 

スマートシティ 

たかまつ 

推進プラン 
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（２）全体構造図 

 

 

 

 

 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市では、ＩＣＴを活用した新しい時代に必要な資質・能力を育むために、「児童生

徒の情報活用能力の育成」「教員のＩＣＴ活用能力の育成」「ＩＣＴ環境の整備と運用」

の３つの方策を重点的に取り組みます。 

方策１では、「児童生徒の情報活用能力の育成」を目指します。情報活用能力は、学

方 策 具体的取組 

【方策１】 

児童生徒の情報活用能力の育成 

【方策２】 

教員のＩＣＴ活用能力の育成 

【目標】ＩＣＴを活用した新しい時代に必要な資質・能力※６の育成 

高松市ＩＣＴ教育推進計画 

【目的】ＩＣＴを主体的に活用すること※５を通して、社会を豊かにできる人間を育てる 

【方策２】 

教員の 

ＩＣＴ活用能力の育成 

【方策３】 

ＩＣＴ環境の整備と運用 

 

【方策１】 

児童生徒の情報活用能力の育成 

【方策３】 

ＩＣＴ環境の整備と運用 

■情報活用能力（高松モデル）に基づいた実践 

■情報活用能力の年間指導計画案の作成 

■実践事例の集約・整理・普及 

■１人 1 台端末と電子黒板等の運用 

■教育の情報化推進検討会等による学校現場の実

態とニーズの把握 

■研究指定校等における調査･研究 

■情報モラルに係る各種事業の推進 

■クラウドの活用と１人１アカウントの運用 

■遠隔会議システムを活用したオンライン支援 

■高松市立学校情報セキリティポリシーの管理 

■教員研修の充実 
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習指導要領の総則にも書かれているように言語能力等と同様に全ての学習の基盤として

育まれ、活用される資質･能力です。そこで、教育活動全体を通じて育む必要があるこ

とから、各学校で実践が進むように、児童生徒の発達段階に応じた到達目標や年間計画

の作成等に取り組みます。 

 

 

 

 

 

方策２では、「教員のＩＣＴ活用能力の育成」を目指します。新しい時代に必要な資

質・能力は、情報活用能力だけではありません。学習指導要領では、各教科等で育む知

識及び技能、思考力・判断力・表現力等、学びに向かう力・人間性等も必要な資質・能

力として位置付けられています。これらは、ＩＣＴを活用することのみで育まれるもの

ではありませんが、教員が授業に限らず、ＩＣＴ活用の日常化を図るとともに、各教科

等の目標の実現に向けて授業改善を図る際に、ＩＣＴを効果的に活用することが求めら

れています。 

そこで、教員が各授業はもとより、学校生活の中で効果的にＩＣＴを活用できるよう、

教員研修の充実や実践事例等の集約・提供等に取り組みます。 

方策３では、「ＩＣＴ環境の整備と運用」に取り組みます。方策１・２を具現化して

いくためには、学校現場においてＩＣＴを活用できる環境が整い、よりよく運用されな

ければなりません。そこで、令和２年度までに整備された環境を生かし、学校現場の実

態とニーズの把握に努めながら、よりよい運用の在り方を探っていきます。 

 

 ３ 計画の期間                                 

平成３０（２０１８）年度から令和５（２０２３）年度・・・６か年  

                                                   

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

※５「ＩＣＴを主体的に活用することを通して」とは、ＩＣＴを有効なツールとして使いこなし、生活に潤いをも

たらすことであり、以下のような資質・能力を身に付けることが考えられる。 

(1) 適切なＩＣＴを選択し、情報を生活に役立てることができる 

(2) フェイクニュース等、信頼性のない情報に適切に対応することができる 

(3) 受け手や社会への影響を考え、責任をもって情報発信することができる 

※６「新しい時代に必要な資質・能力」とは、「情報活用能力を含む学校教育（教科領域等）で育まれる資質・能

力」である。各教科における知識及び技能、思考力・判断力・表現力等、学びに向かう力・人間性等も含まれ

る。これらは、市教育振興基本計画における様々な施策を通じて育むものであり、この推進計画では、情報活用

能力等、主にＩＣＴ活用を通して育むことが可能な資質・能力の育成を目指す。 

情報活用能力 
世の中の様々な事象を情報とその結びつきとして捉え、情報及び情報技術を適切かつ効

果的に活用して、問題を発見・解決したり自分の考えを形成したりしていくために必要な
資質・能力。（中略）情報手段の基本的な操作やプログラミング的思考、情報モラル、情
報セキュリティ、統計等に関する資質・能力等も含むもの（小学校学習指導要領解説 総則） 
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Ⅱ 目標の実現に向けて                           

 １ 方策１ 児童生徒の情報活用能力の育成                    

（１）現状と課題 

児童生徒の情報活用能力に係る調査集計結果より（平成 29 年２月、令和２年２月に抽出校にて実施） 

質問事項 
小学５年生 中学２年生 

2017 2019 2017 2019 

インターネット等を使って調べたいことを調べる

ことができる。 
90.7％ 93.9％ 94.6％ 89.4％ 

パソコン（タブレットパソコンを含む。）の表計

算ソフトを使って、表やグラフを作ることができる。 
9.9％ 13.9％ 29.9％ 22.9％ 

パソコン（タブレットパソコンも含む。）のプレ

ゼンソフトを使って、プレゼンを作り、発表するこ

とができる。 

9.3％ 42.4％ 22.2％ 38.0％ 

パソコン（タブレットパソコンを含む。）を使っ

て、友だちと考えを分類したり整理したりすること

ができる。 

27.3％ 38.8％ 26.9％ 29.1％ 

インターネット等を使って調べることは、おおむねできています。一方、小・中学生

ともにパソコン（タブレットパソコンを含む。）のソフトを活用して自分の考えをまと

めたり、友だちと考えを分類したり整理したりすることには課題が見られます。 

また、1 人 1 台端末の整備などＩＣＴ環境の大きな変化に伴って、目標値を見直すこ

とや情報活用能力の到達目標に基づいて、全ての教育活動を通じて計画的に情報活用能

力を育成していくことが求められています。 

 

（２）具体的取組 

 ① 情報活用能力（高松モデル）に基づいた実践【資料２】 

情報活用能力は、小・中・高等学校の各教科等を通じて育成するものであり、全

ての学習の基盤となる資質・能力であることから、発達段階を考慮し、各教科等の

特質に応じて計画的に育成することが重要です。学習指導要領解説総則編に示され

ている三つの観点「知識・技能」、「思考力・判断力・表現力等」、「学びに向かう力・

人間性等」※７を踏まえて到達目標を整理し、各教科等を通じて情報活用能力の育成

に取り組みます。 

② 情報活用能力の年間指導計画案の作成 

各教科において、情報活用能力の「何を」、「どこで」、「どのように」育んで

いくことができるのか、年間指導計画案を作成することで学校や教員が見通しをも

って取り組めるようにします。 

③ 研究指定校等における調査･研究 

到達目標や年間指導計画案を下に、実践を通して調査・研究を進めます。また、

得られた情報をもとに目標や計画を見直します。 

■ 情報教育推進パイロット事業※８（以下「パイロット事業」という。）における調

査・研究 
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■ ＩＣＴ教育推進委員による調査・研究 

○ ＩＣＴ機器を活用した授業実践の研究   

○ プログラミング教育の調査・研究 等 

■ 香小研※9 メディア教育部会、香中研※10 メディア教育部会との連携による研究 

 ④ 実践事例の集約・整理・普及 

調査・研究を通して実践事例を集約・整理し、実践事例集としてまとめ、各小・

中学校に配布する他、ＨＰ等に掲載し、各校での実践を促進します。 

 ⑤ 情報モラルに係る各種事業の推進 

情報活用能力の中でも、児童生徒の情報モラルの育成を次の各種事業を通して推

進します。 

■ 情報モラル等指導支援事業 

〇 教員を対象としたデジタル・シティズンシップ※11 教育研修会 

〇 保護者対象の出前講座 

〇 本市の児童生徒の情報モラル等に係る実態調査 

■ 情報モラル教育推進事業 

〇 小学４年生を対象とした出前授業 

■ スマート・メディア事業 

〇 児童生徒及び保護者等を対象としたスマート･メディアデー等の実施 

 

（３）今後の主なスケジュール 

 ① 令和３（２０２１）年度 

■ ＩＣＴ教育推進委員を中心に、実践事例を集約・整理し、実践事例集を発行 

■ パイロット事業等における研究のまとめ、発信 

■ 各小中学校において、情報活用能力を育成するための年間計画の共有 

■ 香小中研メディア教育部会等との連携における実践の共有 

■ 情報モラルに係る実態調査を基にした啓発 

② 令和４（２０２２）年度 

■ ＩＣＴ教育推進委員を中心に、実践事例を集約・整理し、実践事例集を発行 

■ 各小中学校において、情報活用能力を育成するための年間計画の共有 

■ 香小中研メディア教育部会等との連携における実践の共有 

■ 情報モラル・セキュリティに係る実態調査 

■ ＩＣＴ教育（情報活用能力の育成）に係る調査研究 

③ 令和５（２０２３）年度 

■ ＩＣＴ教育推進委員を中心に、実践事例を集約・整理し、実践事例集を発行 

■ 各小中学校において、情報活用能力を育成するための年間計画の共有 

■ 香小中研メディア教育部会等との連携における実践の共有 

■ 情報モラル・セキュリティに係る実態調査を基にした啓発 

■ ＩＣＴ教育（情報活用能力の育成）に係る調査研究 
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（４）成果指標 

 

 

 

 

 

 

                                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項  目 
小学５年生 中学２年生 

2017 2019 2021 2023 2017 2019 2021 2023 

インターネット等を使って調べ

たいことを調べることができる児

童生徒の割合 
90.7％ 93.9％ 98.0％ 100％ 94.6％ 89.4％ 99.0％ 100％ 

パソコン（タブレットパソコンも

含む）のプレゼンソフトを使って、

プレゼンを作り、発表することが

できる児童生徒の割合 

9.3％ 42.4％ 60.0％ 80.0％ 22.2％ 38.0％ 70.0％ 90.0％ 

パソコン（タブレットパソコンを

含む）を使って、友だちと考えを分

類したり整理したりすることがで

きる児童生徒の割合 

27.3％ 38.8％ 50.0％ 70.0％ 26.9％ 29.1％ 50.0％ 80.0％ 

※７ 「学習指導要領解説総則編に示されている」こととして、以下のように述べられている。 

（知識・技能） 

 情報と情報技術を活用した問題の発見･解決等の方法や、情報化の進展が社会の中で果たす役割や影響、情報

に関する法･制度やマナー、個人が果たす役割や責任等について、情報の科学的な理解に裏打ちされた形で理解

し、情報と情報技術を適切に活用するために必要な技能を身に付けていること。 

（思考力・判断力･表現力等） 

 様々な事象を情報とその結びつきの視点から捉え、複数の情報を結びつけて新たな意味を見出す力や、問題

の発見･解決等に向けて情報技術を適切かつ効果的に活用する力を身に付けていること。 

（学びに向かう力・人間性等） 

 情報や情報技術を適切かつ効果的に活用して情報社会に主体的に参画し、その発展に寄与しようとする態度

等を身に付けていること。 

※８「情報教育推進パイロット事業」とは、「Ｇ７香川・高松情報通信大臣会合」を機に、全国に先駆け、本市

独自の情報教育を試験的に実施するため、パイロット校に指定した小・中学校において、ＩＣＴ機器等を活用

した調査・研究を実施する取組。教育ＩＣＴ整備・活用事業の一つ。 

※９ 香小研＝香川県小学校教育研究会の略 

※10 香中研＝香川県中学校教育研究会の略 

※11 デジタル・シティズンシップとは、「情報技術の利用における適切で責任ある行動規範」。テクノロジーに

関する倫理的・文化的・社会的問題を理解し、責任をもって、かつポジティブにそれを利用するための規範

である。令和2年4月27日中央教育審議会初等中等教育分科会「新しい時代の初等中等教育の在り方特別部

会」においても取り上げられ、「「GIGAスクール構想を実現する上で、デジタル前提社会で生きる子どもたち

がそのリスクを理解し、安心安全に利用しながら可能性を広げられるように、『デジタル・シチズシップ教

育』の推進が必要。 現在の『情報モラル教育』は、個々の安全な利用を学ぶものであるのに対し、『デジタ

ル・シティズンシップ教育』は人権と民主主義のための善き社会を創る市民となることを目指すものであ

る。それは、個人のモラル教育ではなく、パブリックなモラル教育とも言える。利用を躊躇させる情緒的抑

制から、賢く使う合理的活用ができる人材育成へと、転換をすべきである。」と提案されている。 
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 ２ 方策２ 教員のＩＣＴ活用能力の育成                 

（１）現状と課題 

① 児童生徒の情報活用能力に係る調査集計結果より（令和２年２月に抽出校にて実施） 

※「よくしている」「時々している」と回答した人数の割合 

質問事項 小学校 中学校 

ＩＣＴを活用した授業を行っている ７４.６％ ７４.８％ 

 

② 令和元年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査（文科省）より（令和２年３月） 

  ※「わりにできる」「ややできる」と回答した人数の割合 

授業中にＩＣＴを活用して指導する能力   小学校 中学校 
児童生徒の興味・関心を高めたり、課題を明確につか

ませたり、学習内容を的確にまとめさせたりするため
に、コンピュータや提示装置などを活用して資料などを
効果的に提示する。 

高松市 ８８.１％ ８０.７％ 

全国 ８４.６％ ８０.４％ 

児童生徒に互いの意見・考え方・作品などを共有させ
たり、比較検討させたりするために、コンピュータや提
示装置などを活用して児童生徒の意見などを効果的に提
示する。 

高松市 ７４.５％ ６４.９％ 

全国 ７０.９％ ６５.５％ 

グループで話し合って考えをまとめたり、協働してレ
ポート・資料・作品などを制作したりするなどの学習の
際に、コンピュータやソフトウェアなどを効果的に活用
させる。 

高松市 ６１.３％ ５４.５％ 

全国 ６０.１％ ５９.１％ 

児童生徒のＩＣＴ活用を指導する能力   小学校 中学校 

 児童生徒がコンピュータやインターネットなどを活用
して、情報を収集したり、目的に応じた情報や信頼でき
る情報を選択したりできるように指導する。 

高松市 ８５.８％ ６２.４％ 

全国 ８３.５％ ７２.０％ 

 児童生徒がワープロソフト・表計算ソフト・プレゼン
テーションソフトなどを活用して、調べたことや自分の
考えを整理したり、文章・表・グラフ・図などに分かり
やすくまとめたりすることができるように指導する。 

高松市 ７０.７％ ５６.５％ 

全国 ６６.８％ ６４.８％ 

 児童生徒が互いの考えを交換し共有して話合いなどが
できるように、コンピュータやソフトウェアなどを活用
することを指導する。 

高松市 ６０.３％ ５０.３％ 

全国 ５８.４％ ５６.１％ 

「ＩＣＴを活用した授業を行っている」と回答した教員の割合は、小・中学校とも

に７０％を上回っており、特に中学校教員の大幅な上昇が見られます。これは、中学

校の全ての普通教室への電子黒板の導入の影響が考えられます。 

また、文部科学省が実施した「学校における教育の情報化の実態等に関する調

査」では、授業におけるＩＣＴ活用や児童生徒へＩＣＴ活用を指導する能力について

は、小学校教員は全てにおいて全国平均を上回っていますが、中学校はほとんどの項

目が下回っており、中学校教員のＩＣＴ活用能力の向上が課題です。 

さらに、ＩＣＴ環境の大きな変化に伴って、授業でタブレット端末を活用した経験

が少なかったり、１人１台の端末を活用する授業のイメージをもてなかったりする教

員も多いことから、スキルの向上を図る研修や、活用経験を増やすための取組が喫緊

の課題となっています。 
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教員による教材の提示 

（２）具体的取組 

① 研究指定校等における調査･研究                           

 情報活用能力の育成の観点だけでなく、各教科の目標を達成するための授業におけ

る効果的なＩＣＴ活用の在り方について実践を通し、調査・研究を進めます。 

■ パイロット事業における調査・研究 

  ■ ＩＣＴ教育推進委員による調査・研究 

○ ＩＣＴ機器を活用した授業実践の研究   

○ プログラミング教育の調査・研究 等 

■ 香小研メディア教育部会、香中研メディア教育部会との連携による研究 

 ② 実践事例の集約・整理・普及                             

調査・研究を通して実践事例を集約・整理し、「学びのイノベーション事業『実証

研究報告書』（文部科学省）」に示されているＡ～ＣのＩＣＴ活用学習場面を参考にし

ながら、実践事例集としてまとめ、ホームページ等に掲載し、各校での実践を促進し

ます。 

また、ＩＣＴ活用能力を高めるには、授業に限らず、ＩＣＴ活用の日常化が重要と

なります。そこで、本市では新たに「Ｄ 授業以外のＩＣＴ活用」を設定し、運用面

を含めた授業以外のＩＣＴ活用の事例等を集約し、日常的な活用を促進します。 

 

Ａ 一斉学習  

挿絵や写真等を拡大・縮小、画面への書き込み等を 

活用してわかりやすく説明することにより、児童生徒の 

興味・関心を高めます。 

 

Ｂ 個別学習  

デジタル教材などの活用により、自らの疑問について深く調べることや、自分に

合った速度で学習することができます。また、一人一人の学習履歴を把握すること

により、個々の理解や関心の程度に応じた学びを構築することが可能となります。 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

個に応じる学習 調査活動 思考を深める学習 

表現・制作 家庭学習 
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  Ｃ 協働学習 

タブレットパソコンや電子黒板等を活用し、教室内の授業や他地域・海外の学校

との交流学習において子ども同士による意見交換、発表などお互いを高めあう学び

を通じて、思考力、判断力、表現力などを育成することが可能となります。 

 

 

 

 

 

 

＜引用イラスト＞ 学びのイノベーション事業実証研究報告書 H24.4 文部科学省 

 

Ｄ 授業以外のＩＣＴ活用 

教員のＩＣＴ活用能力を向上させるためには、ＩＣＴを活用する機会と時間を増

やすことが大切です。そこで、授業に限らず学校生活全般において日常的にＩＣＴ

を活用し、その良さを実感していくことで、授業での効果的な活用に結びつくよう

に取り組みます。以下のような、取り組みが考えられます。 

（例） 

朝登校した時に、ID・パスワードを入力しログインします。

端末のアプリ等を活用し、自分の健康状態を入力し送信すると、

担任だけでなく養護教諭などにも集計結果が報告され、共有し

ます。 

調子の悪い子や注意が必要な子を多くの先生方で共有するこ

とができます。 

帰りの会などで、端末のアプリを活用し、３行程度の今日の

振り返りを行います。教師はそれぞれの心の動きを把握すると

ともに、蓄積された情報から成長などに気付くことができます。

また、児童生徒の振り返りを、声かけや授業にも生かすことが

できます。 

子どもだけでなく、教職員間や保護者へのアンケートを実施

することができます。アンケート結果は自動的にまとめられ、

今後の教育活動等に生かすことができます。また、素早く多く

の情報を収集・分析することができるので、業務改善にもつな

がります。 

家庭への連絡をデジタルで行うことで、紙資源の節約につな

がるとともに、迅速な連絡、相談を行うことができます。また、

印刷や配布の手間も削減し、業務が改善されることにより、Ｉ

ＣＴを活用することの良さを実感することにつながります。 

 

協働での意見整理 学校の壁を越えた学習 発表や話し合い 協働制作 

朝の会での健康観察 

帰りの会での振り返り 

各種アンケートの実施 

家庭等との連携・相談 
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③ 教員研修の充実                                    

②Ａ～ＣのＩＣＴ活用学習場面を更に具体的に示した「ＩＣＴ活用能力指標（案）」

【資料３】を基にした研修会を実施するとともに、オンラインでの短時間研修会の実施

や、様々な研修会においてＩＣＴを活用する機会を増やしていきます。また、研修内容

や「Ｄ 授業以外のＩＣＴ活用」の事例をホームページ等で共有できるようにするなど、

校内研修の支援を通して、教員のＩＣＴ活用能力の育成に努めます。 

ア 「Ａ 一斉学習」に対応する研修会  

■ 電子黒板等活用研修会  

■ 授業におけるＩＣＴ活用研修会 

■ ＩＣＴ基礎的スキル向上研修会 

■ デジタル・シティズンシップ教育研修会 

■ 一から始めるプログラミング教育研修会 

 イ 「Ｂ 個別学習」に対応する研修会  

  ■ 授業におけるＩＣＴ活用研修会 

■ １人１台タブレット端末研修会 

■ AI 型ドリル活用研修会 

 ウ 「Ｃ 協働学習」に対応する研修会  

■ 電子黒板等活用研修会 

■ 授業におけるＩＣＴ活用研修会 

■ １人１台タブレット端末研修会 

■ 遠隔教育推進研修会 

（３）今後の主なスケジュール 

 ① 令和３（２０２１）年度 

■ 前年度の成果と課題を踏まえた各種研修会の実施 

■ パイロット校及びＩＣＴ教育推進委員、香小中研メディア教育部会等における調

査・研究及び実践の集積 

■ 授業におけるＩＣＴ活用研修会での成果発表・普及 

■ オンライン（同期型、非同期型）による短時間研修の実施 

② 令和４（２０２２）年度 

■ 前年度の成果と課題を踏まえた各種研修会の実施 

■ 香小中研メディア教育部会等における調査・研究及び実践の集積 

■ 授業におけるＩＣＴ活用研修会での成果発表・普及 

■ オンライン（同期型、非同期型）による短時間研修の実施 

③ 令和５（２０２３）年度 

■ 前年度の成果と課題を踏まえた各種研修会の実施 

■ 香小中研メディア教育部会等における調査・研究及び実践の集積 

■ 授業におけるＩＣＴ活用研修会での成果発表・普及 

■ オンライン（同期型、非同期型）による短時間研修の実施 
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（４）成果指標 

※「よくしている」「時々している」と回答した人数の割合 

  ※「わりにできる」「ややできる」と回答した人数の割合 

項  目 
小学校 中学校 

2017 2019 2021 2023 2017 2019 2021 2023 

児童生徒の興味・関心を高めたり課

題を明確につかませたり、学習内容を

的確にまとめさせたりするために、コ

ンピュータや提示装置などを活用して

資料などを効果的に提示する。 

75.8％ 88.1％ 90.0％ 100％ 71.4％ 80.7％ 90.0％ 100％ 

児童生徒に互いの意見・考え方・作

品などを共有させたり、比較検討させ

たりするために、コンピュータや提示

装置などを活用して児童生徒の意見な

どを効果的に提示する。 

78.6％ 74.5％ 85.0％ 100％ 69.0％ 64.9％ 85.0％ 100％ 

グループで話し合って考えをまとめ

たり、協働してレポート・資料・作品

などを制作したりするなどの学習の際

に、コンピュータやソフトウェアなど

を効果的に活用させる。 

 61.3％ 70.0％ 90.0％  54.5％ 70.0％ 90.0％ 

児童生徒がインターネットなどを利

用する際に、反社会的な行為や違法な

行為、ネット犯罪などの危険を適切に

回避したり、健康面に留意して適切に

利用したりできるように指導する。 

 91.4％ 85.0％ 100％  79.1％ 85.0％ 100％ 

項  目 
小学校 中学校 

2017 2019 2021 2023 2017 2019 2021 2023 

ＩＣＴを活用した授業を行ってい

る教員の割合 
48.1％ 74.6％ 95.0％ 100％ 26.6％ 74.8％ 95.0％ 100％ 
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 ３ 方策３ ＩＣＴ環境の整備と運用                    

（１）現状と課題 

ＩＣＴの環境整備は、教育と校務の両面があります。国は、教育に関し普通教室の

ＩＣＴ環境整備を進める上で、４つの Stage に分け、小学校の学習指導要領が全面

実施される令和２（２０２０）年度までに、Stage３の環境整備を求めてきました（下

図参照）。 

また、校務面では、子どもと向き合う時間の確保や教員の負担軽減の観点から、成

績処理や指導要録等の作成も電子化された統合型の校務支援システムの構築が求めら

れています。 

本市では、平成２４（２０１６）年度から校務の情報化に取り組み、統合型の校務

支援システムの整備は終えており、全国的にも進んだ状況にあります。また、教育面

に関しては、平成３０（２０１８）年度より小学校５・６年への電子黒板の導入を初

めとし、当初の計画を前倒ししながら整備を進めてきました。さらに、令和２（２０

２０）年度の GIGA スクール構想の実現に向けて、校内外の高速大容量のネットワー

ク回線、児童生徒１人１台端末の整備により、目標としていたStage３から現在Stage

４に達しています。 

国の GIGA スクール構想の早期実現に向けた取組により急速な整備が進んだ一方、

劇的な変化による学校現場の戸惑いも容易に想像することができます。また、文部科

学省が示した「教育情報セキュリティポリシーに関するガイドライン（令和元年１２

月版）※12」においても、クラウドサービスの活用を視野に入れた見直しが求められて

いるところです。 

そこで、方策３では、ＩＣＴ整備の更なる充実と、日々の運用の安定を目指し、学

校生活全体で教職員や児童生徒がＩＣＴを主体的かつ日常的に活用できるようにする

ために、次のようなことに重点を置き、整備や運用に取り組みます。 

目標としていた Stage３を達成 

現在、Stage４ 

（出典）「2020 年代に向けた教育の情報化に関する懇談会」（文部科学省）配付資料をもとに作成
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（２）具体的取組  

① クラウドサービスの活用と１人１アカウントの運用 

国の GIGA スクール構想では、クラウドサービスの活用を前提とした環境づくり

が描かれています。本市においては、これまでも TENS※14 クラウド（プライベート

クラウド）に、児童生徒の成績等の機密性の高い情報を保存し、管理してきまし

た。また、デジタル教材や児童生徒の作品などは、校内サーバに保存し、授業で活

用できる環境を構築していました。 

今後、TENS クラウドでは、これまで通り機密性の高いデータを保存・管理し、教

職員だけがアクセスできる環境を保ちます。パブリッククラウドにおいては、教員

と児童生徒がともにアクセスすることができ、デジタル教材を教員間で共有したり

授業において児童生徒と共有したりできるようにすることで、更なる学校教育の情

報化を目指します。同時に、クラウドへのアクセスを安定させるために整備した高

速大容量のネットワークの運用状況を研究していきます。 

また、クラウドサービスを利用するための鍵ともいえるアカウントを、教員と児

童生徒に配付することで、個人フォルダやアプリなど、様々なサービスを利用でき

るようにするとともに、ID やパスワードの管理等、デジタル社会で必要な基礎的ス

キルの向上を図ります。 

さらに、フィルタリングソフトの運用により、児童生徒が安心してクラウドサー

ビスを活用できる環境の構築を目指します。 

校務においては、クラウド上で学習データの蓄積や教材を共有したり、アプリを

活用したアンケートを実施したりすることで、教職員の負担軽減が期待できます。 

クラウドサービスは、アカウントと端末等があれば、家庭においても活用するこ

とができます。令和２（２０２０）年３月からの新型コロナウイルス感染症による

臨時休業時には、端末が利用できない家庭もあるといった課題もありました。この

ため、学校に整備された端末を学校から貸し出すことも想定した運用を、研究して

いきます。 
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② １人１台端末と電子黒板等の運用 

教室には、児童生徒１人１台のタブレット端末と教員用の端末、電子黒板等と実

物投影機を一体的に設置していきます。児童生徒用のタブレット端末には、学習支

援ツールや AI 型ドリル教材等を活用できる状況をつくります。教員用の端末には、

指導者用デジタル教科書、情報モラル教材やプログラミング教材を活用できる状況

をつくり、授業等ですぐに活用できるようにしていきます。 

児童生徒と教員の端末を電子黒板等と連動させられる環境を整備することで、児

童生徒が調べたり考えたりしたことを電子黒板等で伝え合い議論するなど、教師の教

える道具から児童生徒の学びの道具として活用を促進し、個別最適化された学びの実

現を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 遠隔会議システムを活用したオンラインによる支援 

   

遠隔会議システムを活用することにより、豊かな教育活動を展開することができ

ます。学校内を結んだ合同授業や行事、入院したり学校に登校できなかったりする

児童生徒とつないだ授業や懇談、外部講師とつないだ授業や、擬似的な校外学習の

実施、自分の学校とは環境が異なる学校とつなぐ授業、臨時休業や長期休業時にお
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ける家庭とのオンライン授業などが考えられます。 

特別なときに限らず、日常的に遠隔会議システムを活用して教育活動や各種支援

ができるように、ＩＣＴ機器や通信ネットワークの整備と運用を図ります。 

④ 高松市立学校情報セキュリティポリシー※14 の管理・運用                

学校のＩＣＴ環境が変化することに伴い、管理・運用するための指針が必要となり

ます。国から示された、「教育情報セキュリティポリシーに関するガイドライン（令

和元年１２月版）」を踏まえ、「高松市立学校情報セキュリティポリシー」を策定し、

管理・運用するとともに、学校の ICT 環境の変化に対し、柔軟にポリシーの見直し

を図っていきます。 

 ⑤ 教育の情報化推進検討会等による学校現場の実態とニーズの把握             

小・中学校の有識者（管理職）等で構成した教育の情報化推進検討会やＩＣＴ教育

推進委員等を通し、学校現場の実態やニーズを把握していきます。 

令和２（２０２０）年度、国の GIGA スクール構想の実現の加速化を受け、急速

にＩＣＴ環境の整備が進んだことから、整備した機器をどのようによりよく運用して

いくのか研究していきます。 

 

（３）成果指標 

                                             

 

 

 

 

 

 

 

附則 

 

 

 

 

項  目 

小・中学校 

2016 

（実績値） 

2020 

（目標値） 

2021 

（目標値） 

2023 

（目標値） 

コンピュータ室パソコンのタブレットＰＣ率 1.3％ 100％   

普通教室の電子黒板整備率 5.3％ 100％   

児童生徒の教育用端末の活用率※15   70.0％ 100％ 

電子黒板の活用率※16   90.0％ 100％ 

※12 「教育情報セキュリティポリシーに関するガイドライン（令和元年１２月版）」ｐ１８ 

「クラウドサービスの活用に向けては、各自治体の教育情報セキュリティポリシー が、クラウドサービス

の活用を前提とした内容となるよう確認・見直しを行った上で、利用しようとするクラウドサービスと、自

らのセキュリティポリシーが適合しているかどうかを判断することが重要である。」と述べられている。 

※13   TENS=高松市教育情報通信ネットワークシステム 

※14   平成22年に施行した「高松市立学校情報セキュリティ対策基準」を基に、整理したものです。    

※15   「児童生徒の教育用端末の活用率」とは 

      児童生徒が教育用端末を「ほぼ毎日使用している」「毎日使用している」と回答した児童生徒の割合を示

しています。 

※16  「電子黒板の活用率」とは 

電子黒板を「毎日使用している」と回答した教師の割合を示しています。  

 

１人 1 台端末導入の
ため整備終了 

２０２０年度末に 
１００％達成 
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参考 URL 

文部科学省 

１ 学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果 

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/1287351.htm 

２ 教員のＩＣＴ活用指導力の向上 

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/detail/1369631.htm 

３ 情報モラル教育の充実 

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/detail/1369617.htm 

４ ＩＣＴ環境の整備      

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/detail/1369635.htm 

５ 教育の情報化に関する手引き（令和元年 12 月） 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/detail/mext_00724.html 

 ６ 教育情報セキュリティポリシーに関するガイドライン(令和元年 12 月版) 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/detail/1397369.htm 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和２年度改定版】 
第１期 高松市ＩＣＴ教育推進計画 

発  行：令和３年２月 

高松市教育委員会 高松市総合教育センター 

住  所：〒760-0060 高松市末広町 5 番地  

T E L ：087-811-2161  

F A X ：087-811-2170 

E-mail：kyouikuken@edu-tens.net 


